
平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 295 13,091 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2 必要性 2 有効性 2 達成度 2 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 294 12,176

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 ■ 補助・助成金 116,579 295 11,747

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 588 53,671 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 588 55,621

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 ■ 補助・助成金 116,579 587 51,714

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 冊 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 356×3館 136,904 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 356×3館 165,851

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,479
356×2館

233×1館
133,079

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 608 19,134 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 599 19,939

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 116,479 615 22,284

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

野火止地区センター
図書室維持管理事業

コミュニティ図書室
運営事業

地域センター管理事
業

コミュニティホール
管理事業

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
図書室運営は直営（委託）、交流事業は運
営協議会に行われ相乗効果は薄い。コミュ
ニティ図書室設置の趣旨である「地域住民
自らの手で管理・運営されるコミュニティ
図書室」として、南町・下里コミュニティ
図書室のように住民主体の運営形態に移行
し、図書室機能と交流(事業)機能を一体化
し、地域コミュニティの醸成を図れるよう
にしていくことが必要である。

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

25年度以
降方向性

05-01-03

生活文化課
（地域コミュニティ
担当）

現状維持

現状維持
25年度以
降方向性

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
住民が管理運営委員会を組織し、図書室運
営や事業展開を行うなど、地域住民による
地域住民のための図書室として主体的にコ
ミュニティ醸成に寄与しているが、図書室
機能と交流の場の確保の関係が不明瞭であ
り、図書室機能に対して市が補助を継続し
ていくことについては検討を要する。

現状維持
25年度以
降方向性

対象 市民

図書の年間貸
出冊数
（南町+下里）

24年度以
降方向性

南町、下里コミュニティ図書室管理
運営委員会への補助金の交付
下里コミュニティ図書室の公共料金
の支払い、清掃、樹木の選定等の施
設管理 9,051 1,486

10,512

手段
・

内容

8,951 1,338

155,307

153,771

148,372

6,559 251,396

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人のつ
ながり」、「市民と行政の協働によるまちづく
り」を計画に掲げる市の役割や守備範囲として
妥当である。新たな指定管理期間（H23～27）
を迎え、これまで以上に地域との連携を強化
し、地域活動の拠点として積極的な事業展開を
図っている。
平成23年度は震災後の節電対策により施設の利
用制限等を行ったことから使用料収入が減少し
た。施設の老朽化が著しく、定期的な修繕費の
みでは対応しきれない状況であり、計画的な改
修を行い施設の延命化を図る必要がある。
(H21修繕都支出金20,200千円起債73,000千
円)(使用料収入H23は5,828千円、H22は6,785千
円、H21は7,249千円が充当されている。)

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）公共施設使用料
のあり方について検討
中
・施設関連経費の縮減

224,637

8,999

9,051

説明欄：

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
住民が管理運営委員会を組織し、図書室運
営や事業展開を行うなど、地域住民による
地域住民のための図書室として主体的にコ
ミュニティ醸成に寄与しているが、図書室
機能と交流の場の確保の関係が不明瞭であ
り、図書室機能に対して市が補助を継続し
ていくことについては検討を要する。

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人のつ
ながり」、「市民と行政の協働によるまちづく
り」を計画に掲げる市の役割や守備範囲として
妥当である。新たな指定管理期間（H23～27）
を迎え、これまで以上に地域との連携を強化
し、地域活動の拠点として積極的な事業展開を
図っている。
平成23年度は震災後の節電対策により施設の利
用制限等を行ったことから使用料収入が減少し
た。施設の老朽化が著しく、定期的な修繕費の
みでは対応しきれない状況であり、計画的な改
修を行い施設の延命化を図る必要がある。
(H21修繕都支出金20,200千円起債73,000千
円)(使用料収入H23は5,828千円、H22は6,785千
円、H21は7,249千円が充当されている。)

24年度以
降方向性

意図
図書を媒体とした地域住民の交流の
場が確保される

10,289 8,951

現状維持

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・１月１
日現在）

年間開室日数
（南町＋下里）

10,537

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

8,999

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

事業
形態

西部・南部・東部の３地域センター
の管理運営（指定管理者による）

手段
・

内容

148,372

現状維持
24年度以
降方向性

現状維持

現状維持

147,974

市独自上乗せ（上乗・横出）

05-01-04

生活文化課
（地域コミュニティ
担当）

事業
形態

事業
形態

直営（委託無）

全額補助

直営（委託無）

05-01-02

生活文化課
（地域コミュニティ
担当）

4,811

05-01-01

生活文化課
（地域コミュニティ
担当） 根拠

法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 一部補助有 市全額

4,361

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

4,432

4,256

24年度以
降方向性

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

説明欄：

対象 市民

手段
・

内容

野火止地区センター図書室の運営
図書室管理運営委員会との運営協
議、補助金の交付

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
図書室運営は直営（委託）、交流事業は運
営協議会に行われ相乗効果は薄い。コミュ
ニティ図書室設置の趣旨である「地域住民
自らの手で管理・運営されるコミュニティ
図書室」として、南町・下里コミュニティ
図書室のように住民主体の運営形態に移行
し、図書室機能と交流(事業)機能を一体化
し、地域コミュニティの醸成を図れるよう
にしていくことが必要である。

555

24年度以
降方向性

495

現状維持

指標 指標 指標

年間開室日数
図書の年間貸
出冊数

現状維持
25年度以
降方向性

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

（市）東久留米市野火止地区センター図書
室補助金交付要綱

4,361 446 4,807

4,432

24年度以
降方向性

4,927

市独自上乗せ（上乗・横出）

（市）東久留米市コミュニティ図書室補助
金交付要綱

1,513

意図
図書を媒体とした地域住民の交流の
場が確保される

4,256

その他（　　　　　　　　　　　　　）

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・１月１
日現在）

5,797

市民

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・１月１
日現在）

年間開館日数
年間延べ利用
者数

手段
・

内容

現状維持

対象 市民

年間開館日数
（東本町＋上の
原）

年間延べ利用
者数
（東本町＋上
の原）

（市）東久留米市地域センター条例

147,974

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

意図

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市民文化の向上とコミュニティ活動
増進の場が確保される

根拠
法令
等

13,030 2,006 15,036

25年度以
降方向性

コミュニティホール（東本町・上の
原）の管理運営を行う

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・１月１
日現在）

14,070

一部補助有

24年度以
降方向性

13,100

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）公共施設使用料
のあり方について検討
中

24年度以
降方向性

14,070

25年度以
降方向性

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。両施設とも規模
が小さく、特に上の原に関しては集会施設
もないため利用しやすい施設とは言い難
い。
東本町は集会施設を有しコミュニティ活動
の場として活用されているが、地域セン
ターと同様に施設利用率に対して使用料収
入が減少している。特に23年度は震災後の
節電対策として夜間休館を5カ月間続けた
ことから大幅な減収となった。
（使用料収入H23は740千円、H22は941千
円、H21は1,150千円が充当されている。)

13,030

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 05 地域力向上への支援 基本事業番号・名 05-01 コミュニティ活動への支援

15,308

現状維持現状維持
説明欄：

一部補助有

13,100

市全額

244,837

6,935

努力義務的

説明欄：

14,613

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。両施設とも規模
が小さく、特に上の原に関しては集会施設
もないため利用しやすい施設とは言い難
い。
東本町は集会施設を有しコミュニティ活動
の場として活用されているが、地域セン
ターと同様に施設利用率に対して使用料収
入が減少している。特に23年度は震災後の
節電対策として夜間休館を5カ月間続けた
ことから大幅な減収となった。
（使用料収入H23は740千円、H22は941千
円、H21は1,150千円が充当されている。)

事業
形態

直営（委託無）

意図
交流を図るとともに、コミュニティ
活動増進の場が確保される

1,513

市独自上乗せ（上乗・横出）

（市）東久留米市コミュニティホール条例

1,238

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額

自主的 義務的

全額補助

東久留米市



平成24年度事務事業評価表（平成23年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

事務事業全体 一般財源分

全庁評価会議
（25年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等
指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

にぎわいと活力あふれるまち 施策番号・名 05 地域力向上への支援 基本事業番号・名 05-01 コミュニティ活動への支援

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

116,067 358 108,503 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 116,549 352 114,872

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

□ ■ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,579 356 112,586

□ （ 人 ） （ 日 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

139 107 41 必要性 4 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 4 有効性 3 達成度 2 効率性 2

生活文化課長
木暮　昭

（ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ％ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 143 112 40

上乗 □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 146 116 42

□ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

4 0 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4

生活文化課長
木暮　昭

（ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 4 0 4

上乗 □ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4 1 4

□ （ 団 体 ） （ 件 ） （ 団 体 ）

■ □ □ 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

139 47 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
木暮　昭

（ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ）

平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

財源 □ □ ■ 143 49

上乗 □ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ）

■ □ 全部委託 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 146 49

□ （ 団 体 ） （ 団 体 ） （ ）

説明欄：

事業
形態

直営（委託無）

主体的にコミュニティ活動ができる

6 1,261

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

1,267

一部補助有

説明欄：
自治会連合会からの申し出であり、要望が
あれば回答するのは行政の守備範囲である
が、広聴業務で対応可能な要望が多いのも
事実である。22年度からは運営方法を見直
し、会議時間の短縮と内容の充実を図るこ
とができたため、当面は同様の方法を継続
していく。8 842

自治会連合会からの要望書を元に、
回答書を作成、意見交換会を実施す
る。
また平成23年度は自治会連合会50周
年にあたり式典等開催の協力を行っ
た。

手段
・

内容

意図

9 1,115 1,124

05-01-08

生活文化課
（地域コミュニティ
担当） 根拠

法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全額補助 市全額

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金の適正化
に向け検討中

自治会法人化認定事
業

自治会連合会会議事
業

説明欄：

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）公共施設使用料
のあり方について検討
中

説明欄：

2,191

2,094

24年度以
降方向性

2,115

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
市役所庁舎内の施設という制約があるもの
の、新たな指定管理期間（H23～27）を迎
え、効率的な運営を行いながら、利用者、
地域との関係づくりの強化を図るための事
業展開を行っている。
特に市民プラザ夏まつりは地域を巻き込ん
だ事業に成長し、市民の文化活動促進とい
う目標の達成に向けた取り組みが定着して
きている。
（使用料収入H23は1,015千円、H22は1,219
千円、H21は1,379千円）

説明欄：
各自治会単位の活動に対して補助を行って
いるが、活動率の低下や加入率の減少が続
いており、効果的な支援につながっていな
い。
市としては、基礎的コミュニティ組織であ
る自治会は地域の諸課題解決のために不可
欠な組織であり、地域住民間の共助の組織
として自治会の果たす役割は大きいという
認識から、自治会に対する支援策を引き続
き行っていく必要がある。
(22年度自治総合センター一般コミュニ
ティ助成1,700千円、東京市町村自治調査
会「多摩・島しょ地域力の向上事業助成
金」462千円）

説明欄：
各自治会単位の活動に対して補助を行って
いるが、活動率の低下や加入率の減少が続
いており、効果的な支援につながっていな
い。
市としては、基礎的コミュニティ組織であ
る自治会は地域の諸課題解決のために不可
欠な組織であり、地域住民間の共助の組織
として自治会の果たす役割は大きいという
認識から、自治会に対する支援策を引き続
き行っていく必要がある。
(22年度自治総合センター一般コミュニ
ティ助成1,700千円、東京市町村自治調査
会「多摩・島しょ地域力の向上事業助成
金」462千円）

13,035

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持

現状維持

24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

現状維持現状維持
24年度以
降方向性

2,191

3,2793,415

説明欄：
コミュニティの交流拠点確保は、「人と人
のつながり」、「市民と行政の協働による
まちづくり」を計画に掲げる市の役割や守
備範囲として妥当である。
市役所庁舎内の施設という制約があるもの
の、新たな指定管理期間（H23～27）を迎
え、効率的な運営を行いながら、利用者、
地域との関係づくりの強化を図るための事
業展開を行っている。
特に市民プラザ夏まつりは地域を巻き込ん
だ事業に成長し、市民の文化活動促進とい
う目標の達成に向けた取り組みが定着して
きている。
（使用料収入H23は1,015千円、H22は1,219
千円、H21は1,379千円）

16,063

事業
形態

現状維持
25年度以
降方向性

7,476

対象 市民

市へ設立届の
ある自治会数

自治会補助金を
申請した自治会
数

手段
・

内容

主体的にコミュニティ活動ができる

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

不動産などを保有する自治会の法人
化の認可を行う。
地縁団体への証明書発行事務、変更
事項に関する告示事務、その地縁団
体に関する事務

全額補助 一部補助有

意図 主体的にコミュニティ活動ができる

100

一部補助有

努力義務的

45 46

1 99

自治会に対する活動補助金及び集会
移設設置等補助金の交付など

市独自上乗せ（上乗・横出）

自治会加入率
（加入世帯数
／全世帯数）

15,387

1,981 16,531

年間開館日数 年間利用者数

4,256 3,220

意図

1

2,898 5,089

6,694

05-01-07

生活文化課
（地域コミュニティ
担当） 根拠

法令
等

自主的 義務的

市全額

（国）地方自治法260条の2

24年度以
降方向性

201 202

14,550

25年度以
降方向性

現状維持

説明欄：
地方自治法に規定された地縁による団体の
認可・変更・証明書の発行事務である。自
治会を法人化することにより、自治会名義
で不動産などの権利を有することができる
ようになるものである。自治会にとっては
メリットだけでなくデメリットも生ずるも
のであることから、法人化を考える自治会
への説明が必要である。

対象 自治会

法人化認定を
受けている自
治会

地縁団体証明書
発行件数、変更
届受理数

法人化により
認可の目的を
達成すること
ができた自治
会

1

現状維持 現状維持

1

説明欄： 24年度以
降方向性

現状維持
25年度以
降方向性

1

1

9

現状維持
25年度以
降方向性

説明欄：
地方自治法に規定された地縁による団体の
認可・変更・証明書の発行事務である。自
治会を法人化することにより、自治会名義
で不動産などの権利を有することができる
ようになるものである。自治会にとっては
メリットだけでなくデメリットも生ずるも
のであることから、法人化を考える自治会
への説明が必要である。

6

8

説明欄： 24年度以
降方向性

説明欄：
自治会連合会からの申し出であり、要望が
あれば回答するのは行政の守備範囲である
が、広聴業務で対応可能な要望が多いのも
事実である。22年度からは運営方法を見直
し、会議時間の短縮と内容の充実を図るこ
とができたため、当面は同様の方法を継続
していく。

現状維持

13,331

説明欄：

13,171

対象 自治会連合会

市に設立届の
ある自治会数

自治会連合会加
入自治会数

850

1,513

14,050

14,550

住民基本台帳
登録人口（外
国人登録者を
含む・1月1日
現在）

25年度以
降方向性

現状維持
24年度以
降方向性

24年度以
降方向性

努力義務的

全額補助 市全額

（市）東久留米市自治会補助金交付要綱
（市）東久留米市集会施設設置等事業補助
金交付要綱

25年度以
降方向性

現状維持

1,337

現状維持生活文化課
（地域コミュニティ
担当）

自治会活動支援事業

根拠
法令
等

自主的

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

05-01-06

生活文化課
（地域コミュニティ
担当） 根拠

法令
等

自主的 義務的

05-01-05

義務的 努力義務的

全額補助

（市）東久留米市市民プラザ条例
（市）市民ひろば管理運営要綱

一部補助有 市全額

市民プラザ管理事業

直営（委託無）

意図
市民と市民及び市民と行政との交流
を図るとともに、市民の文化活動を
推進する

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象 市民、行政

手段
・

内容

市民プラザの管理運営（指定管理者
制度による）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市


